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３収納業務 ①家賃決定事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

        
・ 「都市計画税率」及び「固定

資産税評価額最高価格」は県庁
内担当課でデータを収集する。 

        

       回答等取りまとめ    

         

         

         

        

・ 推定再建築費率は、毎年、国
土交通省が告示で定める。 

        

 
      

 電算入力  
 

       

        

         

         

  

 
 家賃確認  

  
 

      

           データの訂正        

         

   確認完了報告        

         

         

         

  
 

    ・ 毎年４月１日に告示する。 

       

  

関係市町へ固定資産税 
評価額相当額の照会 

 

利便性係数の 
決裁・決定       

【住宅別収入分位別の翌年度家賃額決定】

固定資産税評価相当 
額、都市計画税率、 
推定再建築費率、 
利便性係数の通知 

近傍同種家賃及び 

住宅別収入分位別 

家賃算定の電算処理         

住宅別収入分位別 

家賃の再計算･決定 

 家賃額の決裁･決定   
 利便性係数・家賃告示  
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３収納業務 ①家賃決定事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

(収入認定事務)         

  
 

    内容協議   
 

         

   受付・審査・補正       
・ 原則、前年の収入額を申告す

る。 

         

    
 収入調査  

 
 

  

         

  
  

     

・ 電算出力書類一覧 
1) 収入認定･家賃決定通知 
・ 収入認定･家賃決定通知 
・ 収入超過認定･家賃決定通知 
・ 高額所得認定･家賃決定通知 
 （未申告者等用） 
・ 家賃決定通知 
・ 収入超過認定･家賃決定通知 
・ 高額所得認定･家賃決定通知 

2) 収入認定一覧 
3) 県営住宅家賃決定通知該当者一
覧 

4) 収入未申告者一覧 
5) 収入申告書前年度未提出者で
今年度提出者一覧 

6) 県営住宅収入認定（収入再認
定）に対する意見申出書 

   県営住宅収入超過者･高額所
得者の認定に対する意見申出書 

7) 新家賃収入分位分布票 
8) 高額所得者の県営住宅明渡計
画に関する聞取票 

   高額所得者明渡計画等事情聞
取状況 

 

        

  
 電 算 入 力 票 作 成  

     

        

   エラー修正       

        

       エラー修正完了   

        

(家賃等の通知事務)  
確 認・書類整理 

 
 
 

 確認・書類整理  
 

 電算処理・出力  
 
 

 

        

  
 照合・通知  

 
 

 

 収入認定･家賃の決裁･決定  

  
 

 

  
 

 
     

        

        

  

【収入認定・翌年度家賃の通知】 

収入申告関係書
類の作成・配布 

収入申告関係書類 

収入申告書記入
必要書類収集        

必要書類 
1)収入のある者 
課税台帳記載事項証明

書、源泉徴収票の写し、
確定申告の写し又は年
金･恩給の振り込み通知

の写し     など 
2)収入のない者 
課税台帳記載事項証明

書、雇用保険受給資格者
証、離職票、退職証明書

又は生活保護受給証明

書       など 
3)裁量階層を証する書類 
身体障害者手帳写し、療

育手帳の写し及び住民

票の写し    など 
         など 

書類不備者・未申
告者一覧表作成 

調査結果との照合 

電算入力 

エラーリスト作成 

出力内容 

収入認定・家賃 
決定の通知書        

 

次ページへ 

収入申告 

76



 

 3

３収納業務 ①家賃決定事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

         

        ・ 前年度に収入申告を行ってい
なくても、今回申告を行った場
合は、前年度分の収入申告が同
時になされたものとみなすの
で、現在の家賃に関する収入再
認定を行う。 

        

        

        

    
 審査･決裁･決定  

 
 

  

         

  
 照合・通知  

 
 収入再認定通知書の作成  

    

         

         

(収入認定更正事務)        ・ 入居者は収入認定・再認定に
対し、意見を述べることができ
る。 
 この場合、意見の内容を審査
し、理由があると認めるときは
認定を更正し、通知する。 

 
・ ３月下旬の住宅管理システム

の年度更新処理を行うまでは、
翌年度分の収入再認定手続は
この収入認定更正で電算入力
する。 

 収入認定に異議         

        

  
 受付･意見に対する確認  

     

        

  
 更正額の電算入力  

 
 審査･決裁･決定  

 
 

 

        

  
 照合・通知  

 
 収入認定更正通知書の作成  

 
 

  

         

         

         

         

         
 

前ページから 

(今年度家賃分の収入再認定事務) 

収入申告書前年度未
提出者で今年度提出
者一覧の照合・確認 

 

該当者分の収入再
認定額の電算入力 

収入再認定通知 

収入認定に対す 
る意見の申出        

収入認定更正通知書 
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３収納業務 ①家賃決定事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

(収入再認定事務)         

        ・ 入居者は、同居者の出生、死
亡、転出などの人数が増減した
場合や入居者及び同居者が就
職又は退職し著しく収入が変
動するなど特別な事情があっ
た場合には、収入の再認定を申
請することができる。 

        

        

   受付・確認   
 

 
 

 

        

  
 再認定額の電算入力  

 
 審査･決裁･決定  

 
 

 

         

  
 照合・通知  

 
 収入再認定通知書の作成  

 
 

  

         

         

         

  受付・審査事務       

         

         

         

         

         

         

         

         
 

入居者・同居者 
の異動、退職等 

収入再認定の申請 

収入再認定通知書 

(入居者管理台帳等修正事務) 

収 入 申 告・ 
再認定申請等 

申告書類と入居者
管理台帳との照合 

 

照 
合 

勤務先等の入居者管理 
台帳・電算データ修正 
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３収納業務 ②徴収事務 ア調定・収納事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

【定期の調定・納入通知】        
・定期の調定及び納入通知は、 
年度末の入居等状況を電算処理 
により出力された調定一覧及び 
納入通知書に基づき行う。 

        

        

        

         

(調定事務)         

         

         

         

         

         

        ・ＴＳ：財務会計トータルシステム 

(納入通知事務)         

         

         

         

         

         

         

         

        ・ 住宅管理者が管理する棟の
入居者等分は、住宅管理者経
由で通知する。         

         

         

         

         
 

修正入力 

照合 

修正分納入通知書 
作成 

納入通知書 

調定額･減額調定額の整理 

一覧等の内容照合 

調定額等の決裁 

通知内容の照合 

ＴＳ入力 

修正入力 

確認・通知 

代理納付者分引抜き 

福祉事務所へ納入通知書送付 

本番処理直前の 
入居･駐車場使用者データ 

 

口座振替データ連携 
(本番処理) 

 
 
 
出力 

調定一覧 

納入通知書 
照合 
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３収納業務 ②徴収事務 ア調定・収納事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

【随時の調定・納入通知】         

         

        ･ システム：住宅管理システム 

                   

(調定事務)        
 
・ 前月の本番処理から、本番処

理までの入退去や駐車場の
使用・返還等の異動状況を電
算処理し、調定額増減一覧・
納入通知書を出力する。 

        

        

        

         

                     

         

(納入通知事務)         

         

         

        
 

         

        
 

                    

         

         

        
 
・ 住宅管理者が管理する棟の入

居者等分は、住宅管理者経由で
通知する。         

        

  
 

      
 

入退去等の異動 

調定額･減額調定額の整理 

修正分納入通知書 
作成 

納入通知書 

通知内容の照合 

修正入力 

確認・通知 

代理納付者分引抜き 

福祉事務所へ納入通知書送付 

照合 

 
 
 
出力 

調定一覧 

納入通知書 

一覧等の内容照合 

修正入力 調定額等の決裁 

ＴＳ入力 

照合 
口座振替データ連携 

(本番処理) システム入力 
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３収納業務 ②徴収事務 ア調定・収納事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

【収納】         

         
・ 納入通知書は、納入通知書(領

収証書)、領収済通知書、納
付書が１枚になっている。 

        

         

         

        
 
・日々の納入状況及び振替状況

のデータは、最初にＴＳに入
る。 

・ＴＳのデータは、日次で住宅
管理システムに反映される。 

        

        

        

         

         
(現金による収納)         

        
 
 

        
 
・ 領収原符票は、領収原符(現

金払込書)、領収済通知書、
納付書及び領収証書の４枚
複写となっている。 

        

        

         

         

         

        
 
・ 指定管理者は過誤納金還

付・充当手続を行い、建設事
務所もしくは県庁の決裁を
受ける。（還付処理は建設事
務所若しくは県庁） 

        

        

        

         

         

         

         
 

金融機関へ口座振替依頼 

（指定金融機関等で納入・口座振替による収納） 

（ 納 入 通 知 事 務 ） か ら 

納入通知書 

消込処理 

指定金融機関等で 
納入 

収納、収入、振替不能
者、過誤納未処理、徴
収簿、未納者等 
関係データ・帳票など
を出力 

現金持参 

領収証書 

領収原符(現金払込書)、 
領収済通知書、納付書で、 
指定金融機関等で払込み 

収納額集計 

現金出納簿へ整理 

口座振替データ連携 
(本番処理) 

口座振替 

口座振替データ連携 
(本番処理) 

領収証書を交付 

領収原符票で現金を収納 
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３収納業務 ②徴収事務 ア調定・収納事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

【代理納付】         

(代理納付事務)         

  
 
      

 

        

          

         

  
 

     
 

         

  
 

 決定通知受付     
 

 
 

         

  
 

   
 

 
 

         

         

         

        
        

保護廃止・停止者        

  
 

      

         

  
 

 決定通知受付        

         

         

         

 

 
 

へ生活保護申請 

代理納付決定 

 確 認   
 台帳整理・電算入力  

【収納】（納入通知事務）へ 
 

（福祉事務所） 

廃止・停止決定 

（福祉事務所） 

 確 認   
 台帳整理・電算入力  

家賃証明依頼受付 

システム照会、証明書作成 

保護開始決定 

 福祉事務所 
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３収納業務 ②徴収事務 イ滞納整理事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

        ・ 県営住宅家賃等滞納整理事務
処理要領 参照 【滞納整理事務】        

       
 
   

 
   

 
   

・ 第３条（年間計画表の作成） 
・ 様式第１号 

         

         

        
 
・ 日々の納入状況及び振替状況

のデータは、最初にＴＳに入
る。         

         

         

        
 
・ 納入用帳票（以下「納付書」

という。）として、納入通知
書が出力される。         

        
 

         

         

         

        
 

        
 
 

        
・ 第６条（口座振替不能者への

通知） 

        ・ 様式第４号 

        
 
 

         

         

         
 

(滞納整理年間計画の作成事務) 滞納整理年間計画の作 成・提出 等 

(口座振替不能者への納付書送付事務) 

納入用帳票 
(振替不能者用) 
の出力 

過誤納一覧、振替不能者一覧、 
口座振替異動者リスト 
    などの出力 

確認･整理 確認･整理 

口座振替データ連携 
(本番処理) 

納期限後、1回目 

照合 

振替不能者一覧、口座振替 
不能者リストの照合修正整理 

過誤納一覧（未処理確認） 

収納状況照会･確認 

納付書 通知書作成・送付、 
納付書送付 

送付 

指定金融機関等で納入 

振替不能者一覧、納付書整理 確認･整理 確認･整理 

消込処理 
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３収納業務 ②徴収事務 イ滞納整理事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

(督促事務)         

        ・ 第５条（督促状） 

        ・ 口座振替引落不能者に対して
は、督促状の出力と同時に納
付用の帳票も出力される。         

        

        
 
・ 過誤納・未納者・督促関係 

データ・帳票は、県営住宅管
理システムの過誤納・内入・
還付一覧、未納者一覧、督促
状発送一覧などによる。 
（以下同様） 

・ 出力、修正整理は、同シス
テムによる  

 
・ 様式第３号 

        

        

        

        

        

        

         

        
 

          

        
 

         

         

         

         

         
 

督促状の出力 過誤納・未納者・督促関係 
データ・帳票 

の出力など 

口座振替データ連携 
(本番処理) 

納期限後、1回目 

納期限経過 （文書催促事務） 
（呼出等納付指導事務） 
（訪問納付指導事務）へ 

督促状 

照合 

 未納者・督促帳票関係データの修正整理   

納付 

確認･整理 確認･整理  整理済の督促関係データ・帳票 

 督促状確認・通知 

【収納】へ 
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３収納業務 ②徴収事務 イ滞納整理事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         
(文書催促事務)        ・ 第７条（催告及び納付指導） 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

        ・ 様式第５号 
・ 送付の前に納入状況を確認 
する。 

        

        

        

 
・ 納付指導時に家賃を持参し
た場合は、【収納】（現金収納事
務）の手続により収納し、「滞
納者記録票」に整理する。 
 
・ 「納付誓約」は誓約書を提出

させる。(以下同様) 

 
       

        

        

         

          

         

         

         

         
 

（ 督促事務）から 

催促文書 
未納者に催促文書・納付書送付 
連帯保証人に催促文書送付 

整理済の未納者関係データ・帳票 

「滞納者記録票」作成・整理 

未納者抽出 

収納状況照会・確認 

催促文書・納付書作成 

「滞納者記録票」整理 

【収納】へ 

納付指導 

 
 家賃納付 

納付誓約 

未納継続 
文書催告事務、各納付指導事務 

又は 
【法的措置事務】へ 
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３収納業務 ②徴収事務 イ滞納整理事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

(呼出等納付指導事務)        

 
・ 第７条第４項、第５項 
（呼出による請求） 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

        ・ 様式第６号 

         

         

        
 
・ 納付指導時に家賃を持参し
た場合は、【収納】（現金収納事
務）の手続により収納し、「滞
納者記録票」に整理する。 
 
･ 滞納者記録票への記入に当
たっては、①日時、②相手方
の氏名③伝達方法（電話、訪
問など）④指導内容などを必
ず記載すること。 

        

        

        

        

        

        

        

        

         
 

収納状況照会・確認 

呼出対象者 抽出整理 

納付指導 

未納者抽出 

呼出状作成・通知 呼出通知 

（督促事務）等から 

整理済の未納者関係データ・帳票 

「滞納者記録票」整理 

【収納】へ 

未納継続 他の納付指導事務 
又は 

【法的措置事務】へ 

 
 家賃納付 

納付誓約 
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３収納業務 ②徴収事務 イ滞納整理事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

(訪問納付指導事務)         

        
 

・ 第７条（催告及び納付指導等） 

         

         

        
 
・ 不在の場合は、納付・連絡を

求める文書を差し置くこと。 
         

         

         

         

         

         

(住所等の把握事務)        ・ 第８条（住所等の把握） 

         

        ※ 住民票等とは、住民票、住
民票除票、戸籍謄本、戸籍
の附票をいう。 

（住基ネット帳票を含む） 

        

        

        ・ 滞納者等には連帯保証人を

含む。 
        

        
         

         

         

        
 

         

         
 
 

 

(督促事務)等から滞納者等の入居等が確認できない 

【法的措置事務】へ 

住民票等取得依頼 

勤務先・親族・緊急連絡先等からの事情聴取 

入居者管理台帳との照合 
入居者管理台帳・電算データ修正 

住民票等の交付申請 

住民票等取得 

住民票等の交付申請 

住民票等取得 
「滞納者記録票」への記載 

 無断退去所在不明 無届の不在 

「滞納者記録票」整理 

【収納】へ 

 呼出に応じない者 訪問指導対象者一覧・ 
訪問指導計画の作成 

訪問納付指導 

 
 家賃納付 

納付誓約 

未納継続 他の納付指導事務 
又は 

【法的措置事務】へ 
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３収納業務 ②徴収事務 イ滞納整理事務（延滞金徴収及び減免事務） 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

【延滞金徴収】         

 

家賃等滞納         

 
 

 
督促状送付 

※再送の場合は督促発送日を手入力 

   
督促状出力・送付 
※システム月次処理 

  

 
滞納家賃等支払        

 
   

 
   

 
延滞金計算 

※システム月次処理 
 

  延滞金納入通知書出力・送付  延滞金調定  延滞金調定  

延滞金滞納         

 
延滞金支払 

   未納関係データ・帳票確認・納付指導       

         

【延滞金減免】         

延滞金減免の相談  受付・手続指導       

         

 
延滞金減免申請書記入 

（必要書類の収集） 
 

 
受付・確認  

 
審査 

 
 

審査 
  

         

  システム入力・延滞金減免承認通知書等作成  確認・承認等決裁  確認・承認等決裁   

         

 
延滞金減免承認通知書 

延滞金減免不承認通知書 

 

 整理・送付  公印押印・送付  公印押印・送付   
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３収納業務 ②徴収事務 ウ法的措置事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 
【法的措置事務】         

  
 

 
 
     

【家賃】 
・ 県営住宅家賃滞納整理に関す

る法的措置実施計画（毎年度作
成） 参照 

 
 
 

        

(法的措置依頼事務)        

        

        

        

        
        

        

        

        

        

        

        

        
 
 

        

        

        

        

        

        

                        

        

        

        

        
 

  

法的措置実施 
計画の策定 

【 滞納整理事務】 か ら 

法的措置依頼対象者 
 抽出 

次 ペ ー ジ へ 

措置依頼用資料整理 
 
（共通） 
・措置依頼者一覧 
・滞納者記録票 
・入居者台帳 
・個人別未納額関係帳票 
・誓約書等(写し) 

 ・その他参考資料 

（駐車場） 
・駐車場使用申込書(写し) 
・駐車場使用承認書(写し) 
・自動車検査証 

（家賃） 
・県営住宅入居請書(写し) 
 

整理済の未納者データ・帳票 

収納状況照会・照合 

法的措置依頼対象者一覧作成 

法的措置対象者確認 法的措置対象者確認 

法的措置実施計画 
確認 法的措置実施計画 

確認 

89



 

 

 
３収納業務 ②徴収事務 ウ法的措置事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

         

        

        

        

        

        

        

        

        

  
 
  

 
    

        

         

(納付指導事務)        

        

お        

        

        

        

        

        

        

        

         
 

次 ペ ー ジ へ 

  

  

  

通知書受領 
対応の相談 

法的措置者ファイル 
整理 

受領後電話 
ＦＡＸ連絡 

全額又は一部 
家賃の持参 

前 ペ ー ジ か ら (納付催告書及び停止条件付解除通知・契約解除通知事務) 

  

通知書を 
入居者に 
直接手交 
又は 

郵便受に投函 

返送された通知書の 
直接投函実施を依頼 

直接投函実施 

法的措置者ファイル 
整理 

投函確認書 
作成・送付・整理 

通知書到達 

通知書不達 

審査･決裁･発送 

通知書返送 

同行日程の調整 

同行･投函確認 

直接投函実施 

投函確認書 
作成・送付・整理 

（納付指導事務）へ 

通知の説明・納付指導 

現金収納･領収書(写し)送付 

期限までの状況の整理 期限まで未納継続 

(家屋明渡及び滞納家賃等の支払請求訴訟事務)へ 

明渡等請求訴訟等 
対象者一覧作成 
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３収納業務 ②徴収事務 ウ法的措置事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

        
 

         

         

         

         

        

  
 

  
 

   

        
 

         

         

         

         

         

         

         

        
 

         
 

         

         

         

         

 

 

 

結果整理 
対応依頼 

照合 

「明渡等請求訴訟者 
ファイル」の整理 

受領後電話 

ＦＡＸ連絡 

全額又は一部 
家賃納付 

【住宅明渡事務】へ 

(家屋明渡及び滞納家賃等の支払請求訴訟事務) 

「明渡等請求訴訟者 
ファイル」 作成 

全額納付訴訟費用 
支払なし、一部納付、 
全く納付なし 

 明渡等請求訴訟対象者
一覧  

期限まで未納継続 

明渡等請求訴訟 
対象者一覧作成 

法的措置者ファイル 
整理 

広島地裁に訴状提出 訴状受領 

納付不能の意思表示 

納付誓約の意思表示 

口 頭 弁 論 

収納状況等確認 

現金収納・領収書(写し)送付 

和  解 全額･訴訟費用支払 

判  決 

明渡等請求訴訟等対象者一覧 
確認・整理 

 

判決・和解調書（写）送付 判決・和解調書（写）送付 
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３収納業務 ②徴収事務 ウ法的措置事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

(和解者に関する事務)         

         

         

  
 

 
 

   
 

        
 

         

         

        
 

         

          

        

          

         
 

 送達時点で３月以上滞納         

         

 契約解除確定          

         

        ・ 平成１４年７月以降の和解分

から解除通知が発送時点で３

月滞納していれば、「明渡しの

判決が確定する」効果が発生す

る和解条項になっている。 

        

        

  
 

 
 

   

         

        
 

 

 

 確認・整理・配布 

収入申告関係 
資料整理・提出 

収入再認定通知書 

法 的 措 置 依 頼 へ 

照合 

【 住 宅 明 渡 事 務 】 へ 

【住宅明渡事務】へ 

「郵便物配達証明書」 
受領 

「収入再認定通知書」 
作成 

和解･収入申告指導 

｢和解者一覧｣の作成 

和解情報のシステム入力 
確認・整理 

審査・決裁 受付・確認 

確認・通知 
「収入再認定通知書」 
作成 

審査・決裁 

審査・決裁 

契約解除通知書作成 契約解除通知書 
送達 

家賃を３月以上滞納 

収納状況確認 

３月以上滞納確認 

契約解除確定 
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３収納業務 ②徴収事務 ウ法的措置事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

【住宅明渡事務】         

         

(退去要請事務)  
 

     
 

  
 

     
 

        

  
 

 
 

   
 

         

  
 

 
 

 
 

 
 

  
 
       

 

         

         
(強制執行事務)         
        

 

         

  
 

      

         

         

          

         

         

           

         

         

 
 

 

明渡対象者の確定 

期限内に退去 
又は退去届 
提出し退去 

「明渡等請求訴訟者 
ファイル」の整理 

退去に応じない者 

審査・決裁 
「明渡等請求訴訟者 
ファイル」の整理 

広島地裁へ 
「執行申立書」提出 

「明渡等請求訴訟者 
ファイル」の整理 

広島地裁・執行官と期日等 
連絡調整・整理・報告 

執 行 立 会 

強制執行終了 

確認・整理 
県営住宅退去要請書
作成・送付（判決分） 

県営住宅退去要請書 

和解違背による 
契約解除確定 

確認・整理 

確認・整理 

契約解除・退去指導依頼通知 
 

確認・台帳整理 
 

 
申立(写し)・立会等依頼 

 整理・対応準備 

納付指導 

退去指導 

退去に応じない者 「強制執行対象者調査表」作成 

確認・整理 

 
受付・退去手続き・報告 

 整理・報告 

 
強制執行状況報告書 

 作成・報告 
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３収納業務 ②徴収事務 エ退去者滞納整理事務 

 

退去滞納者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

        ・ 県営住宅の退去者に係る家賃
等滞納整理事務処理要領  

参照 【退去者滞納整理】        

４月上旬 
   

  
     

・ 第３条（年間計画表の作成） 
・ 様式第１号 

         

(督促事務)         

随 時         ・ 第５条 

         

         

        ・ 様式第３号 

         

         

        ・ 様式第２号 

       
 

  

         

         

 
       

 

         

         

         

         
 

 (滞納整理年間計画の作成事務) 
滞納整理年間計画  
の 作 成・通 知 等 

督促状 
納 付 書 

確認・整理 確認・整理 

新たな退去滞納者の確認 

「滞納者記録票」作成 

督促状・納付書 
作成・送付 

 
確認・整理 確認・整理 
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３収納業務 ②徴収事務 エ退去者滞納整理事務 

 

退去滞納者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

(住所等の把握事務)        ・ 第７条 

随 時         

           

         

         

         

          

         

        
 

         

    
 
     

         

(文書催促事務)         

        ・ 第６条 

         

         

         

         

         

        ・ 様式第４号 

        

 
・ 送付前に納入状況を再確認

する。 

         

         
 

 

【法的措置に伴う退去滞納整理事務】 

督促状の返送 

勤務先・親族等 
からの事情聴取 

（ 督 促 事 務 ） か ら 

催促文書等 

住民票等 
取得依頼 

「滞納者記録票」等の整理 本人又は連帯保証人 
死亡判明 

(本人又は連帯保証人死亡)へ 

転居先不明 

住民票等の交付申請 

住民票等取得 

本人又は連帯保証人 
死亡判明 

住民票等の交付申請 

住民票等取得 

(本人又は連帯保証人死亡)へ 

整理済の未納者一覧 

収納状況照会 

催促文書・納付書 
 作成・送付 
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３収納業務 ②徴収事務 エ退去者滞納整理事務 

 

退去滞納者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         
         

(呼出等納付指導事務)         

         

         

         

         

         

        
 

 

         

        ・ 様式第５号 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

        ・ 法的措置は「県営住宅の退

去滞納者に係る法的措置の流

れ」のとおり 

        

        

         

         
 

 
 

【 督 促 事 務 】 か ら 

呼 出 通 知 

「滞納者記録票」等の整理 

消込処理 

整理済 未納者関係データ・帳票 

収入状況照会・照合 

呼出対象者を抽出 

呼出状 作成・通知 

納付指導 

家賃支払 

納付誓約 

 
 家賃領収 

収納処理 

確認・整理 

確認・整理 

家賃未払継続 法的措置依頼事務 法的措置 
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３収納業務 ②徴収事務 エ退去者滞納整理事務 

 

退去滞納者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

        
 

         

         

         

         

         

         

         

         

        
 

         

         

         

         

         

        
 

         

         

         

         

         

         
 

 

 

相続人 

相続人･不動産調査 
 

(本人又は連帯保証人死亡) 

相続人・不動産調査 

本人又は連帯保証人 
死亡判明 

本人又は連帯保証人 
死亡判明 

方針決定 

相続人への通知 
確認・滞納記録票等整理 

財産あり 財産なし 

権利放棄検討 

納付誓約等 

相続放棄 

納付計画確認・整理 

【退去滞納整理事務】へ 

報告 
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_ 3 . d o c 

県営住宅の退去滞納者に係る法的措置の流れ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県営住宅滞納家賃納付催告書〔債務者〕、連帯保証債務履行請求書〔連帯保証人〕 
（内容証明郵便）の送付 

催告書不達 

  「支払督促」申立て（債務者の住所を所管する簡易裁判所） 

  相手方の選定（個別請求にもかかわらず滞納家賃未払等の債務者及びその連帯保証人） 

滞納未解消（一部納付含む） 滞納解消（全額納付） 

｢誓約書｣の不履行 

滞納未解消（一部納付含む） 滞納解消（全額納付） 

支払督促不達 

催 
 
 

告 
支 

払 

督 

促 

  強制執行（金銭執行）申立て［不動産執行、動産執行、債権執行］ 

強制執行（現地立会等） 

強
制
執
行 

｢誓約書｣提出 ｢誓約書｣提出なし 

 滞納解消（全額納付） 

｢異議申立て｣なし ｢異議申立て｣あり 

「仮執行宣言」申立て（簡易裁判所） 

訴訟へ移行（簡易裁判所） ｢異議申立て｣なし ｢異議申立て｣あり 

｢仮執行宣言付支払督促｣の確定 判 決 

（２週間以内） 

（２週間以内） 

・自主退去、和解違背により退去 

した者 

・連帯保証人 

明渡訴訟判決確定後に退去した者 
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_ 3 . d o c 

県営住宅駐車場使用料滞納整理に係る法的措置の流れ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「県営住宅駐車場利用料納付催告書」（内容証明郵便）の送付 

催告書不達 

  「支払督促」申立て（債務者の住所を所管する簡易裁判所） 

  対象者の選定（滞納８か月以上又は５万円以上の者）【措置依頼】 

  滞納未解消（一部納付含む）   滞納解消（全額納付） 

「誓約書」の不履行 

  滞納未解消（一部納付含む）   滞納解消（全額納付） 

支払督促不達 

催 
 
 

告 

支 

払 

督 

促 

  強制執行（金銭執行）申立［自動車執行、動産（軽自動車）執行、債権執行］ 

強 制 執 行（現 地 立 会 等） 

強
制
執
行 

使用継続 「誓約書」提出 「誓約書」提出なし 

 滞納解消（全額納付） 

使用継続 

使用継続 「異議申立て」なし 「異議申立て」あり 

  「仮執行宣言」申立て（簡易裁判所） 

  訴訟へ移行（簡易裁判所） 「異議申立て」なし 「異議申立て」あり 

「仮執行宣言付支払督促」の確定 判 決 

（２週間以内） 

（２週間以内） 

駐車場の自主的な明渡しを指導 
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３収納業務 ②高額所得者事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

【高額所得者の認定】 
１１月下旬～１２月上旬        

 
・ 高額所得者の認定は、県営

住宅に５年以上入居し、最近
２年間の収入認定額が、基準
額を超える収入がある者を
認定する。 

（基準額３１３、０００円） 

 収入申告         

        

        

        

  
 

 
 

   

 
 

        
  
「県営住宅高額所得者等明渡事

務の取扱いについて（平成 30
年 12 月 6 日）」 参照 

 
 
・事情聴取等の実施通知ととも

に「県営住宅高額所得者認
定・家賃決定通知書」を送付
する。 

 
・併せて、「 高額所得者名簿」 
「高額所得者の県営住宅明
渡計画に関する聴取票」を送
付する。 
 

・あっせん公共賃貸住宅情報は
住宅の一覧、申込資格・方法
等の概要について提供する。 

 
・ 事情聴取時には、設管条例

第３０条第４条に規定する
特別の事情の有無を確認し、
特別の事情等がない者に対
しては、口頭で明渡請求の予
告を行う。 

        

        

        

        

【事情聴取】 

１２月下旬～２月下旬 

   
 
    

       

        

        

        

        

        

        

        

        

         

         

         

         

  

  

 
  

  

【明渡指導】 へ 

認定・家賃決定通知書 
の出力 

 

「３収納業務 ①家賃決定事務Ⅱ 【収入認定・翌年度家賃の通知】」の処理 

特別の事情なしの場合 

収入減、特別の事情ありの場合 

  高額所得者認定通知 

源泉徴収票等、 
最新の収入状況 
が分かるものを 
用意 

【高額所得者の指導】 
次ペ ー ジ へ 

あっせん公共賃貸住宅 
情報の作成・通知 
 

高額所得者名簿等 
の作成 

確認 

事情聴取等の実施通知 

認定・家賃決定通知書 
高額所得者名簿 
聴取票   の送付 

 
収入減・特別の事情等
の申出 

確認・整理 

確認・整理 確認・整理 

電算処理 

確認・配布 

通知・整理 

事情聴取計画作成 

事情聴取実施通知文書作成・通知 

事情聴取実施 

事情聴取等の実施通知 

認定・家賃決定通知書 
高額所得者名簿 
聴取票   の送付 

100



 

 

３収納業務 ②高額所得者事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

【高額所得者の指導】 
事情聴取後直ちに 

        

        

(収入減に係る指導事務)         

         

         

         

         

         

         

        
 

         

         
         

         

         
         

         

          

         

          

         
 

  
 

     

         

         

        
 

    
 
     

         

         
 

 
  

収入再認定通知 

 自主退居  
  

 居住継続  

明渡請求の対象外に 

(特別の事情に係る指導事務) 

明渡請求猶予申請 

入居者・同居者 
の異動、退職等 

による収入減 収入再認定申請指導 

（収入再認定事務）へ 

【 明 渡 指 導 】 へ 

整理･通知送付 

明渡請求猶予申請指導 

明渡請求猶予 

明渡請求猶予対象者 

 自 主 退 居  
 居 住 継 続  

【 明 渡 指 導 】 へ 

次ページへ 

 明渡期限延長対象者 

聴取票整理 

事情聴取 

高額の非該当者 

高額の再認定者 

審査・決裁 

承認通知 

不承認通知 

ファイル整理 

審査・決裁 

承認通知 

不承認通知 

ファイル整理 

受付・確認 
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３収納業務 ②高額所得者事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

         

         

        
 

         

         

         
 

         

         
 
 

       
 

         
        

 

         

         
        

 

         

        
 

         

 
 

 
     

 

        
 

        
 

 

前ページから 

特別の事情等の申出 

【明渡指導】 
（明渡請求事務）から 

明渡期限延長申請指導 

明渡期限延長申請 

明渡期限延長 

 自主退居  
  

整理･通知 

【 明 渡 指 導 】 へ 

明渡期限到来 
特別の事情改善 

 自主退居  
  【 明 渡 指 導 】 へ 

 
  審査・決裁 

承認通知 

不承認通知 

ファイル整理 

審査・決裁 

承認通知 

不承認通知 

ファイル整理 

聴取票整理 

居住継続 

居住継続 

受付・確認 

明渡請求受領 

明渡期限延長対象者 

聴取票整理 
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３収納業務 ②高額所得者事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

【明渡指導】 
(明渡請求予告事務) 

 

        

        

          

         

        
 
・ 明渡請求の予告は、 
1) 明渡しを求める住宅名 
2) 明渡請求予定日 
3) 明渡期限 
4) 明渡期限後の取扱い 
などを通知する。 

   明渡請求の口頭予告        

        

 
 

  
     

           

         

        
 
・ 文書での明渡請求予告通知は

事情聴取欠席者に対し行う。 
        

  
 

 
 

   
 

         

         

         

        
 

         

   
  

   
 

 
 

         

         

        
 

 

  

特別の事情なし 

明渡請求予告通知 

 
特別の事情の申出 【高額所得者の指導】へ 

自 主 退 居   
 居 住 継 続  

明渡指導に応じない者 
明渡請求猶予到来 
特別の事情改善 

次ページへ 

事情聴取不対応 

次ページへ 

事情聴取状況等整理 

事 情 聴 取 

「明渡請求予告通知書」作成・通知 

確認・聴取票整理 

確認・聴取票整理 確認・聴取票整理 
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３収納業務 ②高額所得者事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

(明渡請求事務)         

         

 ４月中         ・ 明渡期限は、請求書を受け取っ
た日の翌日から起算して６か月
を経過した日の属する月の末日
（通常、１０月末）となる。 
 ただし、明渡しの延長承認
者は、その都度行う。 

     明渡請求書 作成     明渡請求書 作成   

        

     審査・決裁    審査・決裁   

        

        
 
・「明渡請求書」は、内容証明

郵便の「県営住宅の明渡しにつ
いて（請求）」による。 

 
・ 明渡請求書の発送は、配達証

明付内容証明郵便で送達する。 

        

        

        

        

     請求書返送    請求書返送    

         

      明渡請求者ファイル整理    明渡請求者ファイル整理    

        ・ 「催告書等の手交・直接投函に
係る事務処理について」 

           参照 
  

同行日程の調整  
同行・投函確認 

 

 
 

   

         

         

         

 明渡請求書受領          

         

         

         
 

前ページから 

請求書を 
入居者に直接手交 
又は郵便受に投函 

直接投函実施 

投函確認書 
作成・送付 

明渡請求者ファイル 
整理 

次 ペ ー ジ へ 

 

直接投函実施 

投函確認書 
作成・送付 

明渡請求者ファイル 
整理 

 

確認・書類整理 
 通知書到達  

 

  
 通知書不達  

 

 発送・通知   
 明渡請求者ファイル整理  

 発送・通知   
 明渡請求者ファイル整理  

 

 

 明渡請求者ﾌｧｲﾙ 
作成・整理 

 明渡請求者ﾌｧｲﾙ 
作成・整理 

次 ペ ー ジ へ 次 ペ ー ジ へ 
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３収納業務 ②高額所得者事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

         
         

         

 明渡請求受領          

         

  
 

 
 

 
 

 
 

         

         

         

         

   明渡指導・聴取票整理   
 

   

 
・ 指導状況の報告は、毎月末の
状況を翌月初めに提出する。 
 
 
 
 
 

 

        

         

          

(契約解除事務) 
１０月末 

       

       ・ 契約解除に係るシステム入力
は適宜県庁でおこなう。 

  
・ 契約解除通知とともに、明渡
の催告、損害金について、併
せて通知する。 

 
・ 契約解除10月末分 
    → 通知 11月中旬 

        

        

        

        

         

         

         

        
 

 

前ページから 

収入減・特別の 
事情等の申出 

【高額所得者の指導】へ 

特別の事情解消 
明渡期限の到来 

自主退居 
 

 居住継続  

 

 

明渡指導・聴取票整理 

契約解除通知 契約解除 

自主退居 
 

 居住継続  

 

契約解除通知 

明渡期限経過 
により契約解除 

明渡期限経過 
により契約解除 

明渡指導に応じない者 

明渡期限周知 明渡期限周知 

次ページへ 

確認・聴取票整理 明渡請求から 
６月経過者整理 

明渡請求から 
６月経過者整理 

前ページから 前ページから 
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３収納業務 ②高額所得者事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

(明渡催告事務)         

         

 
       

 
 

        

         

        
 
・ 明渡催告通知は、訴訟提起を
前提として、最終的な通知と
する。         

        

        
 
・ 指導の状況は、随時報告する。 

   
 

   
 

 
 

         

【損害金収納】         

    損害金額の算定     
 

         

         

         

        
・ 損害金の額は、各住宅の近傍

同種家賃の２倍である。 

        

         

         

        
 

         

         

         
 

前ページから 

明渡催告 

「明渡催告書」作成 

【明渡訴訟】へ 

確認・決裁 

損害金の納入通知 

金融機関等で納入 

未 納 者 

明渡指導に応じない者 

明渡指導・聴取票整理 

明渡催告通知 

明渡請求者ファイル 
整理 

明渡請求者ファイル 
整理 

 期限内自主退居   
 居住継続 

明渡催告通知 

明渡指導・状況報告 
明渡請求者ファイル 

整理 
明渡請求者ファイル 

整理 

損害金額の算定 

納入通知書作成処理 

確認・決裁 

納入通知書作成処理 【随時の調定・納入通知】 
（納入通知事務）による。 

 

【収納】へ 

【滞納整理事務】へ 
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３収納業務 ②高額所得者事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

【明渡訴訟】         

(法的措置検討事務)        
 
・ 「訴えの提起」の基準は、次の

とおりとする。 
1) 退去の意思を示さない者は、
直ちに訴えを提起する。 

2) 退去の意思を示すが、損害金
を納入しない者は、早急に訴え
を提起する。 

3) 退去の意思を示した上で、損
害金を納入する者は、一定期間
経過を観察しながら、退去の指
導を行う。 

   
  

 
 

   

        

        

        

        

        

        

        
 

         

         

         

         

         

         
        広島地裁 ⇔ 期日調整    

         
 

 
 

     

 

         

         
         

  
 

 
 

 
 

 
 

         

        
 

         
 

 
 
  

 

 

明渡期限到来・催告後 
明渡しに応じない者 

(家屋明渡及び損害金の支払請求訴訟事務) 

明渡請求者 
ファイル整理 

損害金・訴訟費用の
収納、退去日の確認 

損害金・訴訟費用の 
収納、退去日の確認 

明渡請求者ファイル
整理 

 
 履行確認調査 

 退居済み   

次 ペ ー ジ へ 

次 ペ ー ジ へ 

明渡請求者ファイル
整理 

法的措置依頼 

訴訟対象者 
決定・決裁 

指導報告 

対応方針 
検討・決定 

明渡請求者ファイル 
整理 

対応方針 
調整･検討･決定 

対象者一覧 
対応方針 
確認・整理 

対象者一覧 
対応方針 
確認・整理 

訴状 作成・提出 
 

明渡請求者ファイル 
整理 

確認・聴取票整理 

意思表示なし 

退去、損害金等 
支払の意思表示 

退去現地確認依頼 退去現地確認依頼 

明渡請求者ファイル
整理 

 
調査報告書作成 

  
整理・報告 

訴えの取り下げ 

口頭弁論 

訴状送達 

居住継続 
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３収納業務 ②高額所得者事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

         

  
 

 
 

 
 

 
 

       広島地裁    

         

         

         

         
         

         

    
 

    

         
         

         

         

         

  
 

 
  

 
 

 
 

         

          

         

         
 

  
 

 

 

前ページから 前ページから 

訴えの取り下げ 

判  決 

損害金・訴訟費用の
収納、退去日の確認 

和解 

報告 

和解内容の通知 

損害金の納付なし 
居住継続 

住宅明渡は滞納者への対応に準じる 

明渡請求者 
ファイル整理 

口 頭 弁 論 

明渡請求者ファイル
整理 

損害金・訴訟費用の 
収納、退去日の確認 

明渡請求者ファイル
整理 

明渡請求者ファイル
整理 

  
 履行確認調査 

 
調査報告書作成 

  
整理・報告 

聴取票整理 

確認・配布 

意思表示なし 

退去･損害金支払 
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県営住宅の高額所得者への対応の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥-2 報告 

 ⑮ 強 制 執 行 （ 明 渡 執 行 ・ 金 銭 執 行 ） 

入 居 継 続 支 払 い 未 払 い 
 

退   去 

⑬ 訴 え の 提 起（ 住 宅 明 渡 し・ 損 害 金 の 支 払 い ） 

訴 
 

訟 

 ⑨ 明 渡 期 限 到 来 ・ 契 約 解 除 

居 住 継 続 支 払 い 未 払 い 退   去 

 ⑩ 明  渡  催  告  ⑪ 損  害  金  徴  収 

特別の事情 収 入 減 

 ① 高 額 所 得 者 の 認 定 （ 収 入 認 定 ） 

居  住  継  続 

④ 報告 

 ③ 事情聴取，明渡請求の予告（口頭予告）                     

特別の事情 収 入 減 

事情の改善 

 ② 高額所得者名簿、聴取票等の送付 

 ⑫ 法 的 措 置 の 検 討  

明 

渡 

請 

求 

事 

情 

聴 

取 

申 出 な し 

特別の事情なし 

⑤請求猶予 

退  去 

再認定 

居 住 継 続 （６か月） ⑦ 延 長 再認定 

退  去 

事情の改善 

 ⑥ 明  渡  請  求  

⑧ 請求取消 

対象外 

控 訴 控 訴 退 去 退 去 

判   決 ⑭ 訴 え の 取 下 げ  判   決 

109



３収納業務 ②高額所得者事務（駐車場関係） 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

【新規の高額所得認定時】         

         

  
 

 
 

 
 

 
 

        

        

        

        

        

          
 

         

         

         

         

         

         

         

  

 

     

 

         

         

  
 

 
 

 
 

 
 

         

         

         

 

 

 

 

高額所得認定通知 

駐車場使用料変更通知 

駐車場担当へ連絡 

確認･決裁･「駐車場 
使用料変更通知書」 
に押印 

整理・通知 高額所得認定 

駐車場料金を高額所得者用に変更（電算処理） 

「駐車場使用料変更通知書」作成 確認･決裁･「駐車場 
使用料変更通知書」 
に押印 

高額所得認定 
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３収納業務 ②高額所得者事務（駐車場関係）  

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

         

         

         

        

        

        

        

  

 

     

 

         

         

         

          

         

         

         

         

         

         

         

         

        
 

        
 

         

 

 

 

収入再認定申請 

駐車場使用料変更通知 

通知・整理（高額所得解除） 収入再認定通知 

駐車場担当者へ連絡 

受付・管理 審査・決裁 

駐車場料金を通常料金に変更（電算処理） 

「駐車場使用料変更通知書」作成 
確認･決裁･「駐車場 
使用料変更通知書」 
に押印 

審査・決裁 

確認･決裁･「駐車場 
使用料変更通知書」 
に押印 

 

【収入再認定で高額所得解除時】 
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３収納業務 ③減免猶予事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

        ・ 家賃の減免基準 
 「県営住宅家賃減免等の基準
及び事務取扱要領」第２条 

・ 敷金の減免基準 
 「同」第５条 

・ 減免申請書の様式 
 広島県県営住宅管理規則 
 様式第１２号（第１２条関係） 

 
・ 駐車場使用料の減免基準 

 「県営住宅駐車場管理要領」 
第１６条 

 申請書様式 
 同要領別記様式第７号 

 
・ 減免の手引き 
 （更新される場合があるため、最

新版を活用すること） 

【減免】        

   減免基準等整理   
 減免基準等整理  

 
 

 

(新規減免手続事務)        

   受付・手続指導       

        

  
 受付・確認  

 
 審 査  

 
 

 

        

  
 

 
 確認・承認等決裁  

 
 

 

        ・「県営住宅家賃減免等の基準及
び事務取扱要領」 

  様式第１号（第１２条関係） 
様式第２号（第１２条関係）   

 整理・通知  
 

 公印押印・送付  
 

 
 

         

(更新手続事務)        ・ 減免の期間更新は家賃のみ
で、駐車場使用料は減免の要因
が消滅した時点で終了するた
め、更新はない。 

申請書等の作成       内容・作成部数等の協議   

１２月初旬～１２月下旬        

         

申請書等の配布   仕分け・発送      予備分    

１月中旬～１月下旬 
 

 
 

 
 

    

   対象者に配布    予備分      

         

         

         
  
 

「県営住宅家賃減免（更新）
について」・「家賃減免申請
書」の作成（発注作業） 

 

減免更新書類 

次 ペ ー ジ へ 

減 免 承 認 通 知 書 
減免不承認通知書 

減免基準等の決定 

減免の相談 

「減免申請書」記入 
必 要 書 類 の 収 集 

 電算入力   
 「減免承認通知書」等出力  
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３収納業務 ③減免猶予事務 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

         

         

         

 減免更新書類          

更新申請提出期限 
２月末         

  
 受付・整理確認・督促等  

 
 審 査  

 
 

  

         
整理・審査 

３月上旬～下旬  
 

 
 確認・承認等決裁  

 
 

  

通知書の発送 
３月末        ・「県営住宅家賃減免等の基準及

び事務取扱要領」 
  様式第１号（第１２条関係） 

様式第２号（第１２条関係）    整理・通知   
 公印押印・送付  

 
 

 

         

【徴収猶予】        ・ 家賃の徴収猶予基準 
 「県営住宅家賃減免等の基準
及び事務取扱要領」第３条 

・ 敷金の徴収猶予基準  
 「同」第５条 

   受付・手続指導       

        

  
 受付・確認  

 
 審 査  

 
 

 ・ 徴収猶予申請書の様式 
 広島県県営住宅管理規則 
 様式第１３号（第１２条関係）         

  
 

 
 確認・承認等決裁  

 
 

  

        ・「県営住宅家賃減免等の基準及
び事務取扱要領」 
 様式第２号（第１２条関係） 
 様式第３号（第１３条関係）   

 整理・通知  
 

 公印押印・送付  
 

 
 

         

         
 

前ページから 

「家賃減免申請書」記入 
必 要 書 類 の 収 集 

 電算入力   
 「減免承認通知書」等出力  

徴収猶予の相談 

「徴収猶予申請書」記入 
必 要 書 類 の 収 集 

 電算入力   
 「徴収猶予承認通知書」等出力  

減 免 承 認 通 知 書 
減免不承認通知書 

徴 収 猶 予 承 認 通 知 書 
徴収猶予不承認通知書 
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４保全業務①維持業務 

 

 指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

  調  査      ①昇降機保守管理業務 

  
保守点検計画の策定 

 
審 査 

 
審 査 

 ②消防設備の点検、保守及び維 

 持管理業務      

  
保守点検計画の策定 

 
通 知 

   ③浄化槽及び雨水排水の維持  

 管理業務       

委託業者  
委託業者の選定 

 
審 査 

 
審査・承諾 

 ④受水槽・高架水槽の清掃業務 

     ⑤避雷針点検業務 

  
委託業者の決定 

 
通 知 

   ⑥自家用電気工作物の保守、点 
 検業務       

   保守点検発注      ⑦テレビ電波障害施設の維持 

 管理点検業務 保守点検実施        

        ⑧簡易専用水道水質検査、水道 

 施設点検業務 
保守点検完了 

 
結果報告 

     

      ⑨エレベーター、給水、消火設 

 備の遠隔監視業務     
確 認 

 
確 認 

 

      
⑩建築基準法第 12 条点検 

        

    通 知  是正依頼  ⑪建物等巡視点検業務 

修繕工事施工 
   

是正依頼 

   ⑫樹木伐採・除草業務 

      

         

  完了届・是正報告書  
 

 
 

   

      

  完了検査  報 告  報 告   

  台帳整理       

  工事代金支払       
 

結果報告一覧及び 
是正計画作成 

県営住宅管理システムへの情報登録 

台帳整理（結果報告一覧作成、

確認整理）の際、「県営住宅管

理システム」に情報を登録す

る。 
県営住宅管理システムへ
の情報登録 

修繕工事発注 
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建物等巡視点検マニュアル 

 
１．敷地・地盤関係 

項番 点検項目 点検方法 点検の視点 予想される危険 

１ 
敷地・地盤 目視、必要に応

じ触診・打診 

地盤沈下等による不陸、傾斜は見られないか。 

敷地内排水は良好に行われているか。 

転倒、落下 

２ 

空地・通路等 目視、必要に応

じ触診・打診 

空地・通路等の管理は適切か。 

避難通路の障害となる支障物がなく、有効幅員が確

保されているか。 

転倒 

３ 

工作物等 目視、必要に応

じ触診・打診 

擁壁、塀に著しいひび割れ、傾きが発生してはいな

いか。フェンスに破損、ぐらつきはないか。変形し

てはいないか。錆等により腐食してはいないか。 

墜落・転落、落

下物、転倒 

４ 
花壇・樹木 目視、必要に応

じ触診・打診 

木枝が枯れ等により折れて危険な状態になってはい

ないか。 

落下物、こすれ、

倒木 

５ 
遊具・ベンチ 目視、必要に応

じ触診・打診 

遊具に損傷・亀裂はないか。錆等により腐食しては

いないか。 

転倒、挟まれ、

こすれ 

６ 
その他 目視等 点検項目以外で、敷地・地盤関係の状態に問題はな

いか。 
― 

 

２．外壁関係 

項番 点検項目 点検方法 点検の視点 予想される危険 

１ 

建物躯体（外部

からの点検） 

目視（必要に応

じ双眼鏡等を

利用）、必要に

応じ触診・打診 

基礎に沈下、ひび割れ、剥落、欠損等はないか。 

鉄骨造の鉄骨等に錆、欠損等はないか。 

鉄筋コンクリート造等のコンクリート部分に白樺、

錆汁、ひび割れ、剥落、欠損等は見られないか。 

落下物 

２ 

外部仕上材等 目視（必要に応

じ双眼鏡等を

利用）、必要に

応じ触診・打診 

剥落箇所または浮き等、剥落の恐れはないか。 

ひび割れ、欠損等の劣化はないか。 

躯体へ影響を与える損傷はないか。 

シーリング材の界面剥離、弾力低下等はないか。 

落下物 

３ 

窓・サッシ等 目視、必要に応

じ動作確認 

ガラスの破損、鉄線の錆等はないか。 

腐食やゆるみ等による落下、外れ等のおそれはない

か。 

落下物 

４ 

ベランダ手摺 目視（必要に応

じ双眼鏡等を

利用する） 

手摺りが変形していないか。脚部や格子が錆等によ

り腐食してはいないか。 

墜落・転落 

落下物 

５ 
看板、空調室外

機等 

目視、必要に応

じ触診・打診 

看板・掲示板等及び共用空調の室外機等に腐食やゆ

るみ等による落下、外れ等のおそれはないか。 

落下物 

６ その他 目視等 点検項目以外で、外壁関係の状態に問題はないか。 ― 

 

３．屋上・屋根 

項番 点検項目 点検方法 点検の視点 予想される危険 

１ 

防水層 目視、必要に応

じ触診・打診 

防水保護層・露出防水層の劣化、損傷はないか。 

伸縮目地に破断、膨れ、欠損はないか。 

落下物、水漏れ

による住宅の損

害 

２ 

屋上・屋根面 目視（必要に応

じ双眼鏡等を

利用）、必要に

応じ触診・打診 

パラペット等の劣化・損傷はないか。 

防水層とドレーンの取り合い部の異常はないか。 

屋根ふき材および緊結金物に割れ、腐食は見られな

いか。 

屋上の出入口の管理状況は適切か。 

落下物、水漏れ

による住宅の損

害 

３ 
機器、工作物 目視、必要に応

じ触診・打診 

構造体への緊結状況は適切か。 

錆、腐食等はないか。 

墜落・転落 

落下物 

４ 
煙突 目視、必要に応

じ触診・打診 

煙突と建物との接合部にひび割れはないか。 

付帯金物の緊結状況は適切か。 

落下物 

５ 雨樋 目視 雨樋が破損してはいないか。排水に支障はないか。 落下物 

６ その他 目視等 点検項目以外で屋上・屋根の状態に問題はないか。 ― 
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４．避難施設 

項番 点検項目 点検方法 点検の視点 予想される危険 

１ 
避難経路等 目視 不用品等が放置されていることにより通行、扉の開

閉に支障はないか。 

衝突 

２ 

階段・手摺 目視、必要に応

じ触診・打診 

階段が破損してはいないか。ノンスリップは適切に

取付けられているか。 

手摺りが変形していないか。 

転倒 

３ 
廊下・手摺 目視、必要に応

じ触診・打診 

床面に段差や変形はないか。手摺りが変形していな

いか。 

転倒 

４ その他 目視等 点検項目以外で避難施設の状態に問題はないか。 ― 

 

５．昇降機 

項番 点検項目 点検方法 点検の視点 予想される危険 

１ 
昇降機 目視 ＥＶ内、ＥＶホールで劣化等により破損、変形して

いる箇所はないか。 

転倒・こすれ 

２ その他 目視等 点検項目以外で昇降機の状態に問題はないか。 ― 

 

６．給排水設備 

項番 点検項目 点検方法 点検の視点 予想される危険 

１ 
飲料用の給水タ

ンク 

目視 受水槽に損傷はないか。漏水が発生してはいないか。 

高架水槽の架台が錆により腐食してはいないか。 

水漏れによる給

水障害 

２ 
飲料用の給水ポ

ンプ 

目視 ポンプに著しい錆が発生してはいないか。正常に作

動しているか。異常音や異臭が発生してはいないか。 

水漏れによる給

水障害 

３ 
飲料用の配管・

温水 

目視 配管等の劣化・損傷はないか。 

給湯器の劣化・損傷はないか。 

水漏れによる給

水障害 

４ その他 目視等 点検項目以外で給排水設備の状態に問題はないか。 ― 

 

７．附属建物 

項番 点検項目 点検方法 点検の視点 予想される危険 

１ 
自転車置場 目視、必要に応

じ触診・打診 

支柱等が錆等により腐食してはいないか。 

舗装に段差、陥没、ひび割れはないか。 

転倒、こすれ 

２ 

物置倉庫 目視、必要に応

じ触診・打診 

屋根、壁の劣化・損傷はないか。 

扉等に劣化・損傷はないか。 

転倒、水漏れに

よる家財等の損

害 

３ 
ゴミ置場 目視、必要に応

じ触診・打診 

支柱等が錆等により腐食してはいないか。 

扉等に劣化・損傷はないか。 

転倒、こすれ 

４ 
プロパン庫 目視、必要に応

じ触診・打診 

支柱等が錆等により腐食してはいないか。 

扉等に劣化・損傷はないか。 

転倒、こすれ 

５ その他 目視等 点検項目以外で附属建物の状態に問題はないか。 ― 

 

８．その他共用部 

項番 点検項目 点検方法 点検の視点 予想される危険 

１ ＰＳ扉 目視 錆等により腐食していないか。損傷はないか。 こすれ 

２ 

照明器具 目視 照明器具が錆等により腐食していないか。損傷はな

いか。照明の妨げになる物品が放置されてはいない

か。球切れはないか。 

落下物 

転倒 

３ 
防犯灯柱 目視 支柱が変形していないか。錆等により腐食していな

いか。固定金物に緩みはないか。 

落下物 

転倒 

４ 
アンテナ 目視 アンテナに著しい錆が発生してはいないか。取り付

け状態に問題はないか。 

落下物 

５ 
その他 目視等 点検項目以外でその他共用部の状態に問題はない

か。 
― 

 

※ 特記事項について 

・点検項目の判定がＢ～Ｄ及びＢ～Ｄでその対応を行ったものについては、詳細を特記事項の欄に記載する。 
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指定管理者 ： ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
住所 ：
Tel ：
担当者 ：

凡例

Ａ　　：特に措置を要しない
Ｂ　　：軽微な対応を要する又は引き続き観察を続ける
Ｂ(済)：Ｂ判定後の対応を行ったもの
Ｃ　　：精密調査を要する
Ｃ(済)：Ｃ判定後の対応を行ったもの
Ｄ　　：補修・改善等を要する
Ｄ(済)：Ｃ判定後の対応を行ったもの
－　　：点検外項目のため評価無し

自転車置場

物置倉庫

ゴミ置場

プロパン庫

その他

照明器具

特記事項

３．屋上・屋根

6

5

1

４．避難施設

その他

4

4

5

1

機器、工作物

煙突

建物等巡視点検業務報告書

報告者(点検者)　○○　○○　　　　

項番

令和　　　 年　　　　月点検

　　県営 　○○○○　住宅　　　　　号館　

建物等巡視点検票

令和　　　年　　　月　　　日

○○市○○町○○

1

前回点検日：令和　　年　　月　　日

１．敷地・地盤関係

項番

1

５．昇降機

1

2

判定(対応)点 検 項 目 点 検 項 目 判定(対応)

敷地・地盤

空地・通路等

4

5

工作物等

花壇・樹木

遊具・ベンチ

4

3

その他

防水層

屋上・屋根面

3

6

2

5

その他

建物躯体（外部からの点検）

外部仕上材等

窓・サッシ等

ベランダ手摺

看板、空調室外機等

1

3

6

2

その他

避難経路等1

その他

4

雨樋

昇降機

その他

飲料用の給水タンク

飲料用の配管・温水

その他

ＰＳ扉

防犯灯柱

アンテナ

5

3

2

4

3

２．外壁関係

判定が「Ｂ」の場合は、初見のみ状況が判る写真を添付すること。(その後は状況に応じて添付する。)
判定が「Ｃ・Ｄ」の場合は、毎月状況が判る写真を添付すること。
判定が「Ｂ～Ｃ」で、その対応が「済」場合は、修繕前後の写真を添付すること。

７．附属建物

写真添付基準

６．給排水設備

2

3

飲料用の給水ポンプ

2

８．その他共用部

2

2 階段・手摺

3 廊下・手摺

1

4
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写真番号 1

撮影日

撮影部位

状況説明

写真番号 2

撮影日

撮影部位

状況説明

写真番号 3

撮影日

撮影部位

状況説明

写真番号 4

撮影日

撮影部位

状況説明

写真1

写真２

写真３

写真４
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４保全業務②修繕業務ア共通修繕（計画修繕） 

 

  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

         

    
審 査 

   
 

       

    通 知     

         

  調  査      

  
修繕計画の作成 

 
報  告 

 
報  告 

  

      

      
必要に応じヒアリン

グを実施 
 

 

         

委託業者         

  修繕工事発注      

         

        

        
 

  完 了 届       

         

  完了検査       

         

  県営住宅管理システムへの情報登録       

         

  工事代金支払       

         

         
 

委託業者の選定 審査・承認 

委託業者の決定 

修繕工事施工 

「県営住宅管理システム」に

情報を登録することにより、

台帳整理を行うものとする。 
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４保全業務②修繕業務イ一般修繕 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

         

    
審 査 

    

        

    通 知    

         

修 繕 届         

  受付・審査・調査      「県営住宅修繕費等負担に関す
る基準」          

         

  修繕工事発注       

         

        『土日、休祭日待機業者一覧』 

  

 
 
 
 
 
 

 

     

『連休（ＧＷ、盆、年末年始）

待機業者一覧』 

完了確認        『完了確認』 

・ 専用部分：入居者 

・ 共用部分：管理者 
  完 了 届      

        

  完了検査       

         

  県営住宅管理システムへの情報登録       

         

  工事代金支払      
 

         
 

委託業者の選定 

委託業者の決定 

委託業者 

修繕工事施工 

審査・承認 

「県営住宅管理システム」に

情報を登録することにより、

台帳整理を行うものとする。 
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４保全業務②修繕業務ウ空家修繕（A,B） 

 

  指定管理者  建設事務所  県  庁  備   考 

         

    審 査    「県営住宅空家修繕時鍵交換  

 フロー」 
        

    
通 知 

   

       

  調  査       

  
空家修繕計画の作成 

 
報  告 

 
報  告 

 空家修繕 B の場合に修繕を

行う空家は県が指定する。      

         

         

委託業者        「空家修繕点検表」 
「県営住宅修繕費等負担に

関する基準」 
  空家修繕工事発注      

        

        「空家修繕に係る残置物の撤

去処分について」         

  完 了 届       

        ・空家修繕に伴う鍵の受渡し

は、指定管理者及び委託業者

間で行うこと。 

  完了検査      

        

  県営住宅管理システムへの情報登録       

         

  工事代金支払       

         

         

         
 

委託業者の選定 審査・承認 

委託業者の決定 

空家修繕工事施工 

「県営住宅管理システム」

に情報を登録することによ

り、台帳整理を行うものと

する。 
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４保全業務②修繕業務エ非定期修繕（災害） 

 

入 居 者  指定管理者  建設事務所※３  県  庁  備   考 

         
※１：即時対応が求められる緊

急修繕業務の場合（災害により

発生した被害に対して，緊急対

応を要する修繕業務や多数の

入居者の安全，又は生活に甚大

な影響が生じる緊急度の高い

修繕業務） 

※２：即時対応が求められる緊

急修繕業務以外の場合 

※３：西部建設事務所管内の場

合は建設事務所を経由しない。 

※４：迅速な対応を行うため，

口頭による報告・協議・指示を

行う。閉庁日又は閉庁時間内の

場合は緊急連絡先へ連絡する。 

※５：打合せ簿は速やかに提出

するものとし，原本は県庁と指

定管理者で保管（建設事務所は

写しを保管）する。発議年月日

は対応方針の協議をした日と

し，処理・回答の年月日は対応

指示した日付で整理する。 

※６：即時対応が求められる緊

急修繕業務の場合は「工事協議

書」を提出する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

通報・要望  報 告  確認・報告  確 認  

 
 対応方針の協議  対応方針の決定    

       

修繕工事発注  対応指示    

委託業者    指示内容の報告  確 認  

 
       

       

  打合せ簿の提出（２部）  確認・承認  確認・承認  

        

  保 管  打合せ簿の返却  打合せ簿の返却  

        

  工事提案書の提出  確認・副申  金額等の精査  

        

  修繕工事発注  通 知  承認通知  

        

  完 了 届      

        

  完了検査     報告書の作成  対応状況の確認・副申  対応状況の確認  

        

  県営住宅管理システムへの情報登録  通 知  承 認  

                  

  工事代金支払   請求書の提出    支払い事務  

        

 

修繕工事施工 

※１ 

※２ 

※６ 

※４ 

※２ 

「県営住宅管理システム」に

情報を登録することにより，

台帳整理を行うものとする。 

※５ 
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県営住宅駐車場使用申込みの手引 

 

■入居者の方へ■ 

 県営住宅駐車場使用申込書に次の書類を添付して自治会長へ提出してください。 

① 運転免許証のコピー 

 ② 車検証のコピー（車検証が未交付の場合は、自動車販売会社の販売証明書等でも可能ですが、

車検証交付後は、車検証のコピーを速やかに提出してください。） 

 ③ 駐車場使用料口座振替依頼書 

  ※ 必ず銀行窓口に提出して、銀行の確認印をもらった書類(赤と茶の口座振替申出書)を提出

してください。 

 ④ その他必要書類…自動車使用証明・減免申請書・介護理由書 

  ※ 必要な場合のみ添付してください。 

 

■自治会の方へ■ 

 県営住宅駐車場使用申込書に「駐車場の区画番号」を記入し、「自治会長の意見」欄に意見を記載

するとともに署名してください。 

 

■駐車場申込みの資格■ 

 １ 自動車使用者の条件は、次のすべてを満たしていること。 

① 住宅の入居者（名義人）又は同居者（県に届出のある者）であること。 

② 収入認定月額が、収入超過者と認定される収入基準を超過していないこと。 

③ 未納の家賃又は県営住宅に係る損害賠償金がないこと。 

④ 駐車場の使用料の滞納又は駐車場に係る損害賠償金がないこと。 

⑤ 住宅の明渡し請求を受けていないこと。 

⑥ 入居者又は同居者が、自動車の運転免許証を得ていること。（ただし、次の２②イに該当す

る場合は除く。） 

⑦ 入居者が、居住者で構成する自治会に加入していること。 

 ２ 自動車の条件は、次のすべてを満たしていること。 

  ① 自家用自動車であること。（車検証の「自家用・事業用の別」欄が自家用であること。） 

  ② 住宅の入居者又は同居者が自動車を使用する権利を有すること。（車検証の「使用者の氏名

又は名称」欄が住宅の入居者又は同居者であること。） 

   ア 次の自動車は、条件を満たしていますので、別紙「自動車使用証明書」によって自動車

貸与者の証明を受けてください。 

    ◯ア 雇用主から通勤用として自動車を貸与され、その貸与が合理的であると認められる場

合 

    ◯イ 両親、兄弟等他所に居住する者の所有又は保有する自動車を、その者の承諾を得て長

期に使用している場合 

   イ 住宅の入居者又は同居者は自動車を使用しないが、入居者又は同居者の介護が必要など

の理由がある場合は、「県営住宅駐車場使用申込みに係る入居者又は適正な同居者の駐車場

の確保を必要とする理由書」（介護理由書）に要介護認定通知書等の写しを添付して申込み

をしてください。 

  ※ 県で使用資格確認を行います。申込みをされても使用承認しない場合がありますので、 

   御承知ください。 
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■駐車場使用料の減免制度■ 

  使用決定者世帯のうちに自動車税に係る広島県の減免基準を満す者がいる場合には、駐車場使

用料を２分の１に減額することとしています。ただし、収入超過者又は収入未申告者は適用除外

です。 

 

 

自動車保管場所使用承認証明書申請の手引 

 

■入居者の方へ■ 

 １ 警察署の車庫証明が必要なときは、自動車保管場所承認証明申請をしてください。 

 ２ ・ 駐車場の使用の承認を受けていない方は申請できません。 

・ 県営住宅の入居者以外の方を使用者として発行できません。 

   ・ 貸与中の自動車の保管場所証明はできません。 

   ・ 家賃及び駐車場使用料の未納がある場合には、完納後でないと受理できません。 

 ３ 手続きは、自動車保管場所承認証明申請書と 

        駐車場変更届…………買い替え等の場合 

             駐車場変更届に添付する書類は、代替証明書、てん末書又は抹消登録

等のいずれか一つ。さらに、変更後の自動車の車検査証のコピー。た

だし、新規登録又は名義変更登録する場合は登録後２週間以内に郵送

又はＦＡＸすること。 

        駐車場使用申込書……新規申込みの場合 

 を、自治会の駐車場担当の役員から受け取ってください。 

 ４ 次に、上記書類と添付書類を各受付機関に持参して提出してください。（郵送は原則不可。） 

 ５ 証明書の受領のときには、受け取り印の認印を忘れずに持参してください。 

  ◆申請の受付・証明書の交付◆ 

  ① 窓口のみで受付。（郵送は原則不可。） 

  ② 窓口で交付します。（郵送は原則不可。）各受付機関の指示に従い、証明書は速やかに取り

に来てください。 

  ③ 郵送での交付を各受付期間が認める場合は、申請書を提出する際に、返信用封筒（１１０

円切手貼付）を添付してください。 

  ④ 自動車販売会社の方が代理申請する場合には、委任状が必要です。 

  ⑤ 手数料として７００円を銀行振込により納めていただく必要があります。（納付書は各受付

機関が配付します。） 

 

■自治会の方へ■ 

・ 証明希望の入居者の方に、自動車保管場所承認証明申請書、変更届又は使用申込書及び必要に

応じて委任状、駐車場図面を配布してください。 

・ 駐車場区画番号、意見欄の記載を忘れないでください。 
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駐車場について 

１ 駐車場に関する事務要領等 

 (1) 県営住宅敷地内自動車保管に関する取扱要領 

 (2) 県営住宅駐車場管理要領 

 (3) 県営住宅迷惑駐車・放置車両対策実施要領 

 (4) あん摩等業務に係る駐車場確保について（通知） 

 (5) 駐車場使用期間の更新に係る催告について（通知） 

 (6) 駐車場使用不承認及び使用期間不更新について（通知） 

 (7) 高額所得者に係る駐車場使用料の取扱いについて（通知） 

 

２ 指定管理者での確認 

区分 項  目 内  容  等 備  考 

使用申込み □申込書の記載 駐車場の区画番号の記入 

自治会長の意見欄の記載等 

 

□必要書類 運転免許証のコピー 

車検証のコピー 

口座振替依頼書等 

 

□申込資格 

 □使用者の条件 

入居者又は同居者であること。 

収入超過者と認定される収入基準を超

過していないこと。 

家賃等を滞納していないこと。 

明渡請求を受けていないこと。 

原則として入居者又は同居者が運転免

許証を得ていること。 

 

 □自動車の条件 自家用自動車であること。 

原則として入居者又は同居者が使用す

る権利を有していること。 

自動車の大きさが駐車区画を超えてい

ないこと。 

 

□住宅管理システムの確認 二重承認の防止  

自動車保管 □申請書の記載   

場所使用承 □必要書類   

諾証明 □証明の条件   

 ※ 申込チェック表あり 

   申込み・申請の手引きあり 
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住宅名 住宅 号館 号室

氏　名

区　画

■　使用申込書
適 不適

申込者は住宅名義人か

使用者は適正な住宅入居者か

自治会長の意見はあるか

■　車検証
適 不適

登録番号は申込者と一致するか

自家用・事業用の別は自家用か

使用者は申込書と一致するか

有効期限の満了する日は適正か

■　免許証
適 不適

免許証の氏名は申込書と一致するか

■　口座振替依頼書
適 不適

口座名義人は住宅名義人か

金融機関承諾印はあるか

■　滞納状況
無 有

家賃及び駐車場使用料の滞納がないか

県営住宅及び駐車場に係る損害賠償金がないか

■　収入超過状況
適 不適

収入超過者の認定額を超過してはいないか

※　公営住宅　①一般月収額158,000円以下、裁量階層214,000円以下
　　 改良住宅　②一般月収額114,000円以下、裁量階層139,000円以下

チェック項目

チェック項目

チェック項目

駐車場使用申込書等チェック表

補正事項

補正事項

補正事項

補正事項

補正事項

補正事項チェック項目

チェック項目

チェック項目
※自治会が認める区画の変更の場合は超過であっ
ても申込み可能

有効期限は満了してはいないか
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－ 1 － 

募集入居事務について 

１ 申込みから入居までの流れ 

申 込 み の 受 付 
（入居資格仮審査） 

 「県営住宅申込整理票」及び「抽選番号通知用・抽選結果通知用郵便はがき」を応

募する住宅の受付機関に郵送又は持参してもらう。 

           ※ 県営住宅申込整理票によって入居資格の仮審査（重複申込の確認など）を行い、入居資

格がないと判断された場合には、この時点で失格になる。（正式な入居資格審査は、抽選

会終了後の指定した日時に改めて行う。） 

抽 選 番 号 通 知  抽選番号・抽選日時・抽選場所をはがきで通知する。 

 

公 開 抽 選 会 
 抽選結果（入居候補及び補欠順位又は落選）をはがきで通知する。 
※原則として電話での問い合わせには対応していない。 

          ※ 抽選会の出欠は、入居候補及び補欠順位の抽選には影響しないので、必ずしも出席して

もらう必要はない。 

入 居 候 補 、 補 欠 順 位 又 は 落 選 の 決 定 通 知 

入  居  者  資  格  本  審  査  の  通  知 

 

入居資格本審査 
 指定する日時・場所に必要書類を提出してもらい、入居資格本審査を行う。 
※ 子育てに適する公営住宅、期限付き公営住宅については説明書を交付し、承諾書

を取得する。 

                     

           

              

              

                           

入        居        決        定 

 

入居決定の通知及び 
入居説明会の通知 

 入居に必要な書類を交付し、入居説明会までに準備してもらう。 
 ○ 請書 
 ○ 敷金（入居時家賃の３か月分） 
 ○ 県営住宅管理台帳 

 

入居説明会及び          

入 居 手 続          

 ○ 入居可能日の約１週間前に行う。 

 ○ 入居の手続きと入居後の注意事項などを説明するため、入居者本人に出席して

もらう。 

 ○ 請書の提出・敷金の納付などが完了した方に入居可能日通知書及びカギを渡す。 

 

 

入       居 
 カギの交付を受けた日から入居できる。 

 ただし、入居可能日から15日以内に入居してもらうことになる。 

 

２ 募集方法・時期 →「申込みのしおり」表紙及び１～３P参照 

  広報は、「募集一覧」の窓口配布、新聞広報、広報誌広報、インターネット等で行う。 

 注：①募集一覧の配布開始予定日あり。②申込受付期間あり。③入居可能日あり。 
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－ 2 － 

 

３ 仮審査での確認（書類審査） 

項  目 内  容  等 備  考 

□必要書類 「申込みのしおり」４P参照 申込者に確認する。 

□記載内容  申込者に確認する。 

 □未記載  申込者に確認する。 

 □成人  申込者に確認する。 

 □申込住宅 「募集一覧」2P参照 申込者に確認する。 

 □選考組別 「申込みのしおり」21P参照 申込者に確認する。 

 □切手貼付  切手がない場合は返

信しない。 

□滞納者 退去滞納者一覧で確認する。 失格 

□重複申込 県営住宅申込整理表で確認する。 失格 

□暴力団員 県営住宅申込整理表を住宅課に送付する。 住宅課対応 

 注：１ 入居資格の「同居親族」「住宅困窮」は、仮審査対象としない。 

   ２ 選考組別で明らかな記入誤りの場合(高齢者・ひとり親・多子)は、職権により訂正する。 

   ３ 失格者には、「県営住宅申込整理票」(コピー控えが必要）、「抽選番号通知・抽選結果通

知はがき」を同封のうえ、封書で失格通知を返送する。 

 ※ 仮審査失格通知文例は３P。抽選結果通知文例は４P。給与支給証明書等は７～13P。 

   住宅は、一般世帯向住宅、単身入居可能住宅及び単身者向住宅に分類され、高齢者向、高齢

者専用、身体障害者向、子育て世帯向及び子育て専用の各種類がある。（「募集一覧」２P参照） 

 

４ 本審査での確認（面接審査） 

項  目 内  容  等 備  考 

□必要書類 「申込みのしおり」４P参照 当選者に確認する。 

□申込資格 「申込みのしおり」８P参照 該当しない場合失格 

□申込住宅・組別 「申込みのしおり」21P参照 該当しない場合失格 

□収入基準 「申込みのしおり」10P参照 該当しない場合失格 

 注：１ 本審査を欠席した者、入居資格のない者は、失格である。 

   ２ 本審査で特組の誤りが確認できた場合は、失格とする。 

   ３ 補欠は２名（定期以外の募集は１名） 

 ※ 必要書類確認票は14P、誓約書は15P。 

   入居資格本審査失格者への通知は、書類のコピーを取り返却する。 
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－ 3 － 

仮審査失格通知文例 

［県営住宅申込整理票の必記項目の記入がない］  

 このたび、あなたが提出されました「県営住宅申込整理票」に必要事項が記入されていないので、申込みを

受け付けることができません。 

 ついては、あなたが提出された「県営住宅申込整理票」及び「抽選番号通知・抽選結果通知はがき」をお返

しします。 

  
［申込者が未成年］ 

 このたび、あなたが申込みをされました県営住宅の申込資格には、「申込者が成人であること」（申込みのし

おり８ページを参照してください。）という条件があります。 
 あなたが提出された県営住宅申込整理票の申込者が成人でないことから、県営住宅申込資格の要件に該当し

ないので、申込みを受け付けることができません。 

 ついては、あなたが提出された「県営住宅申込整理票」及び「抽選番号通知・抽選結果通知はがき」をお返

しします。 

 
［住宅タイプ不適合～単身］  

 このたび、あなたが申込みされた県営住宅については、単身の方が申込みできる住宅を限定しています（県

営住宅募集一覧2ページを参照してください。）。 

 あなたが提出された県営住宅申込整理票では、あなたは単身で申込みをされていますが、申込住宅が単身で

は入居できない住宅であることから、申込みを受け付けることができません。 

 ついては、あなたが提出された「県営住宅申込整理票」及び「抽選番号通知・抽選結果通知はがき」をお返

しします。 

 
［住宅タイプ不適合～高齢者向・高齢者専用］  

 このたび、あなたが申込みされた県営住宅については、住宅の種類によって一定の条件があります。（県営

住宅募集一覧2ページを参照してください。）。 

 あなたが提出された県営住宅申込整理票からは、あなたが申込みをされた「高齢者向（高齢者専用）」住宅

の申込条件である「申込者又は同居しようとする親族の内に60歳以上の方がいる世帯（60歳以上の単身世帯、

夫婦のみの世帯（一方が60歳以上であれば可）又は60歳以上の方のみの世帯）」に該当しないことから、申

込みを受け付けることができません。 

 ついては、あなたが提出された「県営住宅申込整理票」及び「抽選番号通知・抽選結果通知はがき」をお返

しします。 

 
［複数申込］  

 このたび、あなたが申込みされた県営住宅については、１世帯につき１戸のみ申込みができるもので、２戸

以上申し込まれると全ての申込みが失格となります（申込みのしおり１ページを参照してください。）。 

 あなたの世帯が提出された県営住宅申込整理票からあなたの世帯が２戸以上申し込まれると認められるこ

とから、今回のあなたの世帯の申込みは全て失格です。 

 ついては、あなたの世帯が提出された「県営住宅申込整理票」及び「抽選番号通知・抽選結果通知はがき」

をお返しします。 

 
［家賃滞納退去者］  

 このたび、あなたが申込みされた県営住宅については、過去において県営住宅に入居していた者で、家賃滞

納等の不正使用があった者は申込みできません（申込みのしおり 22 ページを参照してください。）。あなたは

過去において県営住宅家賃を滞納されたままで退去されていることから、申込みを受け付けることができませ

ん。 
 ついては、あなたが提出された「県営住宅申込整理票」及び「抽選番号通知・抽選結果通知はがき」をお返

しします。 

 なお、あなたには、過去における県営住宅家賃滞納に対する支払義務が依然として存在することを申し添え

ます。 
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抽選結果通知 

 

          令和  年  月  日 

 

 あなたが申込まれた県営住宅の公開抽選の結果は次のとおりです。 

 

 

住 宅 名 
 

 

号館・号室 

 
住宅 

 

 

 

 このたび申込みをされた県営住宅の公開抽選の結果、あなたは、入居候補者

となりました。 

 ついては、次の「とき」「ところ」で入居資格本審査を行いますので、別紙に

記載の入居資格本審査に必要な書類を用意して必ず出席してください。 

 なお、入居資格本審査日に欠席された場合は、失格になります。 

 ●と き  令和  年  月  日 

       午前・午後  時  分～ 

 ●ところ 
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● 入居資格本審査に必要な書類 
 
 ① 県営住宅入居申込書 

 ② 申込者と同居親族全員の住民票の写し（外国籍の方は、登録原票記載事項証明書（続 

  柄のわかるもの））又は住民票記載事項証明書（本籍のみ省略可） 
 ③ 最新の課税台帳記載事項証明書（所得証明書）（所得金額の記載があるもの） 

○ 市町村の税務担当課などで発行します。 

○ 世帯全員必要です（中学生以下は除く）。 

○ 入居する者（例えば、妻子など）が無収入の場合も必要です。 
 ④ 戸籍謄本又は抄本（配偶者と同居される方及び未成年の方を除く） 

 ⑤ 収入を証明する書類 

   世帯全員の収入を確認するため、次の書類の中であてはまるものをすべて提出して 

  ください。 
  【年金受給者】 

 

内    容 
 

 

必  要  な  書  類 

 

 国民年金、厚生年金、恩給、 

 各種共済年金を受けている方 
 

 

 最新の年金改定通知書・年金支払通知書（は 

 がき）、源泉徴収票など 

  【給与所得者】 
 

勤務状況 
 

 

証明を要する期間 
 

必 要 な 書 類 

 

 令和６年１月１日 

から引き続き現在の 
会社に勤務している

方 
 

 

令和６年１月～ 

     令和６年 12 月 

 

令和６年分の源泉徴収票 

 ［本人交付用］ 

 

令和６年１月２日 

以降に現在の会社に

採用されている方 
 

 

 申込受付日前月までの１年間 

（採用されて１年未満の方は 

 採用された月から支給見込額 

 も含めて１年間） 

 

 給与支給証明書（県の指定 

 様式：勤務先における月別 

 証明が必要となります） 

  【事業所得者】 
 

営業の状況 
 

 

証明を要する期間 
 

必 要 な 書 類 

 

令和６年１月１日以 
前から事業を開始し

ている方 

 

令和６年１月～ 
  令和６年 12 月 

 

 税務署提出確定申告書の控え［受付 
 印のあるもの］ 

 又は 

 収支明細書（県の指定様式） 
 

※ 入居資格本審査日が１月１日から３月１５ 
 日までの申込みの場合は、前年の収支明細書 
 でも可能（入居時までに確定申告書の控えが 
 必要）。また、収支明細書の場合は、収支計 
 算の根拠となる帳簿書類が必要となります。 

 

令和６年１月２日以 

降に現在の事業を開

始している方 

 

 事業を開始して１ 

 年以上の方は申込 

 受付日前月までの 
 １年間、１年未満 

 の方は申込受付日 

 前月まで 
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【無収入の方等】 
 

内    容 
 

 

必  要  な  書  類 

 失 業 中 の 方 

 

雇用保険受給資格者証、離職票、その他失業の証明と

なるもの（会社の退職証明書など） 
 

 

 生活保護を受けている方 
 

 

生活保護受給証明書 

 
 
 
 ⑦ その他必要な書類 

 

内    容 
 

 

必  要  な  書  類 

 

 単    身    者 
(1) 戸籍謄本又は抄本（ただし、遺族年金・遺族扶助 
 料等の受給者の方は、これらの証書により戸籍謄本 
 に代えることができます。） 
(2) 自活状況申立書（県の指定様式） 

 

 婚 姻 予 定 の 方 
(1) 婚約証明書（県の指定様式） 
(2) 申込者及び婚約者の戸籍抄本 
○ 申込者又は婚約者が退職している場合は、退職証 
 明書・離職票・雇用保険受給資格者証のいずれか 
○ 申込者又は婚約者が婚約者で退職を予定している 
 場合は、会社の退職予定証明書（ただし、入居まで 
 に会社の退職証明書を提出していただきます。） 
※ 上記書類のうち（１）婚約証明書は、原則として

申込者及び婚約者双方の親の証明が必要です。 

パートナーシップ関係に 
ある方 

パートナーシップ証明等（パートナーシップ宣誓制度
に基づき発行される受領証、受領カード等） 
※ 申込住宅が所在する市町の発行したものに限る。 

 申込者及び同居家族の 
親族関係が住民票で確認 
できない方 

戸籍謄本 

ひ と り 親 世 帯 
戸籍謄本、児童扶養手当証書、その他ひとり親世帯で
あることを確認できる書類 

心 身 障 害 者 世 帯          
戦傷病者手帳、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害
者保健福祉手帳のいずれか 

難 病 患 者 障害者総合支援法の障害福祉サービス受給者証等 

原 爆 被 爆 者 世 帯          
医療特別手当証書、特別手当証書、健康管理手当証書
のいずれか 

 中国残留邦人等で支援給 
付を受けている方 

支援給付受給証明書 

引 揚 者 世 帯  
引揚証明書、支給決定通知書（中国残留邦人等の帰国
者）のいずれか 

 災害により家屋が滅失し 
た方及び都市計画などに 
より立退きを要求されて 
いる方 

り災証明書等それを証明する書類 

ハンセン病療養所入所者 
等の方 

 

ハンセン病療養所入所者等であることの証明書 
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 親 子 ペ ア 
 

戸籍謄本等、続柄を証する書類 
 

Ｄ Ｖ 被 害 者 

 

裁判所の保護命令書、女性相談支援センター等の証明
書 
 

婚姻の日後３年以内（事実
婚の届出をした日から３
年以内、パートナーシップ
宣誓等を行った日から３
年以内） 

・婚姻の日後３年以内であることが確認できる戸籍謄 
本 

・事実婚の方は事実婚の届出をした日から３年以内で
あることが確認できる書類 

・パートナーシップ関係の方はパートナーシップ宣誓
等を行った日から３年以内であることが確認でき
る書類 

土砂災害特別警戒区域内
に居住する方 

(1) 持家の建築年月がわかる書類・持家の写真等 
(2) 契約日が分かる書類（借地契約書等）・借家の写真

等 
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☆ 現在の勤務先へ前年の１月２日以降に採用されている方は以下の事項の証明を受けて提出してください。 

 

給 与 支 給 証 明 書（様式１） 

氏                名 住              所 採 用 年 月 日 勤務年数 

(T・S・H・R 年 月 日生) 

   

 

支給年月日 給与・手当 賞  与 計 支給年月日 給与・手当 賞  与 計 

・ ・    ・ ・    

・ ・    ・ ・    

・ ・    ・ ・    

・ ・    ・ ・    

・ ・    ・ ・    

・ ・    

合  計    

・ ・    

控除対象配偶 

者の有無等       

16歳 

未満 

扶養 

親族 

扶養親族の数 

(配偶者を除く） 

障害者の数 
(本人を除く) 

本 人 が 寡 
  
婦 

寡 
 
夫 

扶養親族名と続柄 

有

・

無 

老人 
老人 

特定 
その他 特別 その他 

特 別 

障害者 

その他の 

障害者 

 
 

        

上記の者は、現在当所に勤務し上記のとおり支払った・支払う予定であることを証明します。 
 
              令和    年  月   日 
 
   所  在  地   
   名 称 及 び         
   代表者氏名                ◯印  
                                                     T E L    
                                                     担当者 
                            氏 名                 
 
  (注) 勤務して 1 か月の給料を受けていないときは勤務先で雇用条件に基づき受給する賞与及び 1 年分の 

給与明細を受けること。 
 
※ 恩給（年金）雇用保険、その他 

氏      名 名     称 証  書  番  号  受  給  金  額 期          間 
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☆ 事業所得の方は、税務署提出確定申告書の控え[受付印のあるもの]又はこの様式を提出してください。 
収  支  明  細  書 （様 式 2） 

（事 業 所 得 者） 

1. 
所得者の住所  

  2. 
業 種 名        

氏    名  事業所所在地  

 
3. 事 業 開 始       

年 月 日       
令和    年    月    日 

  4. 
事 業 期 間        令和  年  月  日～令和  年  月  日 

 

5. 月別収支内訳 

摘   要 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 総合計 

収 
入 
の 
部 

              

              

              

◯イ合計              

支 
 

出 
 

の 
 

部 

              

              

              

              

              

              

              

              

◯ロ合計              

◯イ－◯ロ  
差 引 純 益 

             

※ 支出の部には、税法上認められた必要経費の内訳を記入してください。 
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  ☆ 単身で申し込まれる方のみ、記入して提出してください。 
 

 

 
単身入居の入居者資格認定のための申立書 

 
 氏  名 

 生年月日 大正・昭和・平成・令和  年  月  日生（   歳） 男・女 

 現 住 所 

 

 1．あなたは単身で日常生活を営むうえで何らかの介護を必要としますか。 

   （該当するものにマル印を付けてください。） 

   ①必要とする  ②必要としない 

   ◎上記 1 で「必要とする」とお答えになった方は、次の事項についてお答えください。 
  （該当するものにマル印を付け、あるいは記入欄に記入してください。） 

 

 2．現在のあなたのお住まい等の状況についておたずねします。 

  (1)あなたの現在のお住まい等は 

   ①住宅 ②施設・病院等 ③その他（具体的に                   ） 

  (2)住宅にお住まいの方におたずねします。 

  ・あなたの住んでいる居室の階層は 

   ①1 階 ②2 階（エレベーターの有無：有・無） ③3 階以上（エレベーターの有無：有・無） 

  ・同居している方は 

   ①いる ②いない 

  (3)施設・病院等に入っておられる方におたずねします。 

  ・施設・病院等の名称は（                             ） 

  ・施設・病院等の種類は ①特別養護老人ホーム ②身体障害者療護施設 

              ③病院・診療所 ④その他（                ） 

  ・現在の施設・病院等から公営住宅への移転を希望する理由をご記入ください。 

 

 

 

 

 3．現在のあなたの心身の状況等についておたずねします。 

  (1)介護保険法による市町村の認定を ①受けている  ②受けていない 

   市町村の認定を受けている場合はその内容 （要支援、〔要介護 1、2、3、4、5〕） 

  (2)日常生活において何か福祉用具を使用していますか。 

   ①使用している 福祉用具の種別（           ） ②使用していない 

  (3)現在かかっている疾病などがあればご記入ください。 
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 4． あなたの現在の日常生活の基本的な動作について、介護が必要な場合は、現在受けている介護 

の内容及び入居申込みをした公営住宅において受ける予定の介護の内容についておたずねします。 

    表中の該当する欄にマル印を記入してください。 

    また、介護が必要な場合は、現在受けている介護の内容、入居申込みをした公営住宅におい 
    て受ける予定の介護の内容について、具体的にご記入ください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   (注) 介護保険以外による介護とは、介護保険によらない市町村、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体、親族等による介護をいう。 

 
 ○ 現在受けている介護の内容（介護の内容・頻度、実施団体名等）について具体的にご記入 
  ください。 
 
 
 
 ○ 入居申込みをした公営住宅において受けることを予定している介護の内容（介護の内容・ 
  頻度、実施団体名等）について具体的にご記入ください。 
 
 
 
 

  以上の申立てのとおり相違ありません。 

  また、公営住宅の事業主体が単身入居の入居者資格の認定を行うに際し、市町村（福祉主管 

 部局等）に意見を求める必要がある場合において、公営住宅の事業主体が本申立書及び面接等 

 の調査で知った事項について、市町村（福祉主管部局等）に情報提供することに同意します。 

 

    令和    年    月    日 

 

                        氏名（自署）             

 

 ※公営住宅の事業主体が単身入居の入居者資格の認定を行うに際し、必要があると認めるときは、市町村（福 

  祉主管部局等）に意見を求めることがあります。その場合において、公営住宅の事業主体が本申立書及び面 

  接等の調査で知った事項について、市町村（福祉主管部局等）に情報提供することがあります。 

 

項   目 

現在の日常生活の基本的な動作の状況 
介護が必要と答えた動作に

関する現在の介護の内容 

介護が必要と答えた動作に

関する入居申込みをした公

営住宅において受ける予定

の介護の内容 

動作の全部が

自分で可能 
動作の一部に 

介護が必要 

動作の全部

に介護が必

要 

介護保険によ 
る居住介護       

サービス 

介護保険以外 
による介護      

(注) 

介護保険によ 
る居住介護       

サービス 

介護保険以外 
による介護      

(注) 

①歩 行            

②食 事            

③入 浴            

④排 せ つ            

⑤着 脱 衣            

⑥炊事洗濯掃

除等の日常家事 
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  ☆ 婚約中に申し込む場合は、次の証明書を必ず提出してください。 

 

    （注）「申込者との関係」欄に、証明者と申込者の関係を記入してください。 

        例）仲人、新郎又は新婦の職場の上司など 

 

 

婚約証明書及び誓約書 
 

  入居を指定された日から 15 日以内に、申込者は必ず入居し、入居可能日から、3 ケ月以内には 

 婚約者が入居することを誓約します。また、期間中に入居できなくなった場合及び、婚姻しないこ 

ととなった場合には、入居申込みを辞退します。 

  なお、既に入居している場合にはその住宅を明け渡します。 

 

 《申 込 者》 

 

   氏 名 （自書）                  （   年   月   日生） 

 

   住 所                                       

 

 《婚 約 者》 

 

   氏 名 （自書）                  （   年   月   日生） 

 

   住 所                                       

 

 上記の両名は、令和  年  月  日婚約成立し、 

 

令和  年  月  日入籍予定であることを証明します。 

 

                           令和    年    月    日 

 

 《関 係 者》※新郎、新婦の側の関係者各１名が記入してください。 

 

      氏 名 （自書）                  TEL(       )       －     

 

   住 所                                       

 

      申込者との関係            

 

      氏 名 （自書）                   TEL(       )       －     

 

   住 所                                       

 

      申込者との関係            
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 ☆ 他に証明するものがない場合は、次の様式により証明書を提出してください。 

        （退職予定の方で、入居可能日までに退職される場合は、無収入として扱います。） 

 

 

 

       退  職 
証 明 書 

       退職予定 
 
 
 
 氏  名                                        

 

 

 

 住  所                                        

 

 

 

  退職（予定）年月日    令和   年   月   日   

 

 

 

  上記の者が、当社を（退職した・退職予定である）ことを証明します。 

 

 

 

 

                             令和   年   月   日 

 

 

 

 

 

    所在地 

 

 

    名 称 

 

    代表者               ◯印 （TEL（   ）   －     ）  
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◎ 給与支給証明書（様式１）【記入例】 
前年の１月２日以降に採用されている方は、申込受付の前月分までの１年間の証明が必要です。 

 

給 与 支 給 証 明 書（様式１） 

氏                名 住              所 採 用 年 月 日 勤務年数 

 

広 島  次 郎 
(大・昭・○平・令２年 7 月 3 日

生) 

 

広島市中区基町○－○ 
 

Ｈ31.２.１ 
 

１年 

 

支給年月日 給与・手当 賞  与 計 支給年月日 給与・手当 賞  与 計 

31・２・20 175,000  175,000 １・９・20 188,000  188,000 

31・３・20 180,000  180,000 １・10・20 190,000  190,000 

31・４・19 185,000  185,000 １・11・20 185,000  185,000 

１・５・20 180,000  180,000 １・12・20 195,000 200,000 395,000 

１・６・20 187,000 150,000 337,000 ２・１・20 190,000  190,000 

１・７・19 190,000  190,000 

合  計 2,235,000 350,000 2,585,000 

１・８・20 190,000  190,000 

控除対象配偶 

者の有無等       

16歳 

未満 

扶養 

親族 

扶養親族の数 

(配偶者を除く） 

障害者の数 
(本人を除く) 

本 人 が 寡 
  
婦 

寡 
 
夫 

扶養親族名と続柄 

有

・

無 

老人 
老人 

特定 
その他 特別 その他 

特 別 

障害者 

その他の 

障害者 

 
 

        

上記の者は、現在当所に勤務し上記のとおり支払った・支払う予定であることを証明します。 
 
              ○○ 年 ○ 月 △ 日 
 
   所  在  地  広島市中区千田町□－□ 
   名 称 及 び        ㈱ ○ ○ 商 事 
   代表者氏名   代表取締役 △△ △△ ◯印  
                                                     T E L   （082）□□□－×××× 
                                                     担当者 
                            氏 名   ○  ○  △  △    
  (注) 勤務して 1 か月の給料を受けていないときは勤務先で雇用条件に基づき受給する賞与及び 1 年分の 

給与明細を受けること。 
 
※ 恩給（年金）雇用保険、その他 

氏      名 名     称 証  書  番  号  受  給  金  額 期          間 
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